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人事業務プロセス変革
–エンプロイーエクスペリエンス向上に向けた業務プロセス変革–

エンプロイーエクスペリエンスの重要性
従業員が仕事を通して得られる経験を指す、エンプロイーエクスペリエンス（以下EX）という言葉は広く認知されるようになりました。
EXの向上は、従業員の生産性に影響し、その結果として顧客やビジネスにも影響することが米国の調査で明らかになっています。

従業員へのインパクト 顧客へのインパクト ビジネスへのインパクト

生産性 リテンション 顧客満足度 収益成長

25%
EXの高い会社は、

そうでない会社と比較して、
生産性が25%高い1

4X
エンゲージメントの高い従業員は、
そうでない従業員の4倍以上長く

在籍する可能性が高い2

2X
シームレスで革新的な従業員体験

を構築している企業では、
顧客満足度が2倍高い1

2.3X
従業員のエンゲージメントが高い
組織では、3年間の収益成長率
が平均よりも、2.3倍高い4

1 Building Business Value with Employee Experience,  MIT Cisr Research Briefing, Vol. 17, No. 6 (2017) 
2 Corporate Leadership Council Employee Engagement Survey
3 2017 Deloitte Global Human Capital Trends 

人事業務にはEX向上機会が多く存在
EXは、組織風土、職務内容、執務環境、ファシリティ等の様々な要素が相まって形成されますが、
従業員と直接の接点を多く有する人事業務においても、EXを向上させる機会が多く存在していると考えられます。

採用候補者 従業員

 業務の廃止・外部化・標準化等により、
定型的な業務を効率化する

 業務のミスを減らす・品質を高める
 テクノロジー活用により、

業務の成果を最大化する など

 従業員目線で業務プロセスを再設計し、
従業員の満足度・利便性を向上する

 従業員が本来の職務に集中できるように
人事業務を再設計する など

EXの向上

 人事業務から得られる多様な人材データ
の活用および事業・経営への提供 など

業務の高付加価値化
（経営・事業への貢献）

定型業務の
効率化・品質向上

これからの人事業務プロセス変革の観点
これまで人事業務変革というと、業務の効率化・品質向上あるいは人事データ活用による経営・事業への貢献に焦点が置かれてきました。
今後は、それらに加え、EX向上という観点から、従業員目線での業務プロセス変革も重要となります。

これから

これまで

勤務・労務管理

採用活動 入社
オンボーディング キャリア支援 評価・報酬

制度運用
育成・研修

人事部門

問い合わせ対応

入社 学習 活躍 評価・処遇配置（異動）

異動・赴任サポート

給与・賞与業務

採用候補者

社会保険業務
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プロセスを実現するために
必要なシステム要求、オ
ペレーション体制要求、制
度要求等を取り纏める

主要サービスメニュー（一例）
効率化、高度化、EX向上に向け、方針策定から実行までご支援が可能です。

EX向上に向けた業務プロセス変革アプローチ
プロセス現状把握・方針策定、プロセスデザイン、プロセス実現の3つのフェーズに分けて変革を実行します。
各フェーズにおいて、当社の保有するツール・ナレッジを活用しながらプロジェクトを推進します。

 ServiceNow・Chatbot等を活用した従業員接点業務の見直し

 人事BPOアドバイザリー

 人事SSC構想・SSC稼働後の業務標準化

 リモートワークを前提とした人事業務のペーパーレス化

 人事システム導入を契機とした新業務プロセス設計／要件定義

 人事業務の工数／コスト削減

 RPA導入による人事業務効率化・高度化

 人事オペレーション体制設計

 人事関連指標・KPI設計

効率化 高付加価値 EX向上

従業員の会社生活に
おける、人事業務との
接点を洗い出す

変革対象業務・
優先順位を
見極める

従業員目線で業務プ
ロセスをウォークスルーし、
EXへの影響ポイントを
特定する

プロセス設計
における方針を
決定する

ソリューションの
実現性を
評価する

従業員の、現状の人
事接点に対する不満
足要素を見極める

特定したポイントにおいて、EX
を高めるための施策を作成し、
業務プロセスに落とし込む

実現に向けた
アクションを
定義・実行する

プ
ロ
セ
ス
デ
ザ
イ
ン

業務プロセスの
登場人物となる
従業員（パターン）
を特定する

現
状
把
握
・

方
針
策
定

プ
ロ
セ
ス
実
現

業務別主要論点・トレンド 従業員ライフサイクル

標準業務フロー

ー 標準ツール・ナレッジ（一例）ー

ペルソナテンプレート頻出業務課題
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